第3回通常総会　第1号議案　2003年度事業報告

第6回総会　第1号議案　2006年度事業報告


特定非営利活動法人２００６年度事業報告（案）

１　概況報告

はじめに

2006年度は、設立５周年を迎えたのを機に、事業内容が多様化する中で、どのようなビジョンを持って本来の目的を実現するのかを整理しました。

まず、本会のミッションである「市民が主体になった社会」とは何か、それはどう実現できるかを問い直しました。結果、市民主体の社会とは「市民が主体的に社会的課題に取り組むための土台となる、ＮＰＯ・まちづくり活動が力をつけ、社会をつくる原動力になっている社会」であり、そのためには、３つの市民の力＝【社会からの信頼・支持・参加を得るための＜マネジメント力＞】、【多様な人々・組織と対話・協働できる＜協働力＞】、【社会のあり方や仕組みを提案する＜提案力＞】のパワーアップが必要だと考えました。

パワーアップを図る具体的な柱として、①ＮＰＯ支援事業、②ＮＰＯ・まちづくり人材研修事業、③まちづくりフォーラム事業、④農山村・都市の共生協働ネットワーク事業、⑤市民メディア事業、⑥福祉ＮＰＯ支援事業、の６つの事業軸を立てて、方向性と達成目標を掲げながら取り組むことにしました。

１　　ＮＰＯ・まちづくり活動を取り巻く状況について

ＮＰＯ法人数は全国で３万を越え、愛知県内でも年間200の法人が誕生し、いまや財団法人・社団法人の数を上回るようになりました。こうした増加の内部では、その実態は多様化が進んでいることを日常の相談業務や調査研究などを通して感じています。

　ＮＰＯ・まちづくり活動の＜主体側の課題＞としては、事業化が進み年間数千万円規模の団体群が存在する一方で、500万円未満の事業規模の団体が６割以上といった財政基盤の二極化状況があります。この中で、本会の問題意識としては、草の根団体が自立的に発展することをどう支えるのか、特に新しい団体とのつながりが薄くなりつつあり、集合研修が成立しにくくなる変化を感じながら、本会としても、会計支援ツールの多様化、支援ボランティア派遣など模索を始めた年でした。一方で、事業化のトップランナーである高齢者福祉ＮＰＯも、2006年度は介護保険制度改正があり、経営や介護保険事業／制度外のたすけあい活動のバランスに悩む中、福祉ＮＰＯとしての存在意義を明らかにするため、新たなネットワーク「あいち福祉ネット」が設立され、本会もお手伝いに当たりました。また、組織マネジメントとして、限られた人への業務の集中、世代交代の難しさ等が方々で聞かれ、多様な市民参加の促進というＮＰＯの本質的なマネジメントの課題を昨今、改めて痛感しています。

他方、ＮＰＯ・まちづくり活動を取り巻く＜環境の変化＞としては、行政とＮＰＯとの協働がいよいよ本格始動に入り、市町村現場でその体制づくりが今日的テーマになっています。2006年度は、自治体職員の研修、体制づくりに向けたＮＰＯとの対話の場づくりに着手した他、行政からの委託事業の適正な積算に関する提言に取り組みました。企業セクターとの関係性においては、この地域でもＣＳＲ活発化の追い風があり、中部環境パートナーシップオフィスでも企業側からＮＰＯへの期待を聞く場面も多くありました。そうした中で、両者の対話や協働の芽が生まれつつあるのを感じながら、ＮＰＯ側が一層、提案能力や市民参加促進力をつけることが求められてきています。こうした力量形成に欠かせない資金確保については、社会的支援が急速に拡大する見通しはありませんが、この地域においては、愛・地球博記念社会貢献活動基金（約12億円）が創設されることとなり、この有効活用により、ＮＰＯ・まちづくり活動のインフラが強化していくことが期待されています。
２　中期重点事業の進捗・課題について

①ＮＰＯ支援事業　＜社会から信頼と支援を得て発展するためのマネジメントの強化＞

· これまでの個別テキストを集大成して、会計テキストを出版し、より広い普及に努めました。

· 会計ボランティアによる個別支援事業を「ボラみみより情報局」と協働しながらスタートしました。

· 「ＮＰＯ法人の財政状態及び会計処理の現状について」の調査により、ＮＰＯ法人の財政実態を明らかにし、会計書類作成の課題を明確化にすると共に、社会的な信頼に値する適正な会計書類を作成するための注意点などを整理しました。

· 会計以外のＮＰＯ支援プログラムは、未着手に終わりました。

②ＮＰＯ・まちづくり人材研修事業　＜定年退職者・前期高齢者のいきがいづくりとＮＰＯの人材強化＞

· 「まちの達人いきいき活用事業」を通して、前期高齢者が地域社会で活躍することを促進する事業を実施しました。受講生同士のネットワーク組織も立ち上がりました。

· 「農山村・都市交流」事業を団塊世代をターゲットに取り組みましたが、反応は比較的低い結果に終わりました。

· 団塊世代を対象にした人材研修については、実行体制が伴わず単独の形では実施できませんでした。

③まちづくり交流フォーラム事業　＜地域のビジョンを市民が語り合い、見出すための交流の場づくり＞

· 08年度の開催に向けて、07年度に視点・テーマ構成や実行体制を検討する形で話し合いが進み自治体等の協力の呼びかけを少しずつ開始しました。

④農山村・都市の共生協働ネットワーク事業　＜農山村と都市双方の資源を活かした交流の創出＞

· 東栄町・「花祭りの里」交流ネットワーク事業で具体的な交流事業に着手することができ、農山村と都市の双方に継続的に取り組む体制もつくることができました。

· 上記事業を通して交流プログラムの可能性と課題が整理できつつありますが、次にこれらを本格始動するためのプロモーションの仕組みづくりが課題になってきています。また、他地域での展開の芽が見えつつありますが、実行体制づくりが今後の課題です。

⑤市民メディア事業　＜ＮＰＯ・まちづくり活動への理解・参画の促進と市民の情報発信力の強化＞
· 「なごや・まちコミ映像祭」「万博市民放送局」を土台に、また、「農山村・都市の交流サイト」を加えて、インターネット放送の仕組みが整備されました。

· 上記の仕組みをどう運営するか、また運営体制をどう作るかが問われています。

· まちコミ映像祭開催に向けて模索が続いています。協力・支援者の獲得が当面の課題です。

⑥福祉ＮＰＯ支援事業　＜福祉系ＮＰＯが制度内外で力を発揮し、社会的存在力を高めることへの支援＞
· 福祉有償運送の領域では、「移動ネットあいち」を通して、実態調査と政策提言を展開し、運営協議会にＮＰＯ関係者を受け入れる等の一定の成果を生みました。

· 福祉ＮＰＯがサービスの質の向上を図り、福祉制度の充実と運用の適正化に向けた調査・提言活動に取り組むためのネットワーク「あいち福祉ネット」が設立され、実務運営を担いました。認知症高齢者への対応力強化など社会ニーズを踏まえたサービスの高度化と、制度内外の活動の両立が多くの団体の課題になりつつあります。

３　事業展開に関して　　
１）研修事業；　時代ニーズである「協働」「前期高齢者向け研修」の実施、会計テキスト発行

ＮＰＯと行政との協働の始動に向け、自治体職員向けの研修や住民向けフォーラム等を実施しました。

まちの達人いきいき活用事業を通して、前期高齢者の社会参加促進のための研修事業を実施し、県内６箇所で世話人会が結成され、地域での活躍の基盤をつくることができました。また、これまでの個別テキストを集大成して、ＮＰＯ法人会計テキストを出版し、より広い普及に努めました。

▼1-2-⑤　地域協働促進事業　、▼1-3-②　扶桑町まちづくりフォーラム、▼1-3-①　まちの達人いきいき活用事業、▼1-1-③　ＮＰＯ会計テキスト発行　

２）啓発・情報提供事業；　ホームページによる情報発信の充実、ビデオ制作事業の定着
「農山村・都市共生情報」が加わり、インターネットによるＶＮＳ市民放送局は７チャンネルに発展した他、東栄町・花祭りポータルサイトも創設され、まちづくりに関わる情報発信の仕組みが充実してきました。他方、ＮＰＯ支援関連でも、これまでの研究調査概要をホームページにアップし、議論の発信・共有化を図っています。バリアフリーのまちづくり、国際協力など、ＮＰＯ・まちづくりに関わるビデオ制作事業も定着してきました。

▼2-1-①　ホームページによる情報提供　　▼2-2-②　人にやさしい街づくりビデオ作成、　▼2-2-③ビデオ制作事業

３）研究調査・提言事業；　ＮＰＯ法人の財政をテーマにした調査・提言、協働の論点整理
愛知県内のＮＰＯ法人の財政状況を調査し、ＮＰＯ法人のおかれている実態やＮＰＯの信頼・発展に関わる課題を整理し、報告を行いました。同時に、会計処理の現状の調査から、ＮＰＯ理解・社会からの信用に結びつく適正な会計処理・基準に向けての課題を整理しました。これらと連動した形で行政からの委託事業の適正な積算に関する提言活動や、愛・地球博記念社会貢献活動基金の仕組みづくりにも参画・貢献しました。また、ＮＰＯと行政が共に参加した協働マニュアルの論点整理など、協働をテーマとした提言にも取り組みました。
▼3-4-①　ＮＰＯ法人財務分析・会計支援事業、▼3-1　委員会参画（ＮＰＯと行政の協働のための実務者会議）　▼3-5-①　市民活動団体と行政が共に行う研究ワークショップ事業、▼3-5-②　「なごやかトーク」開催事業

４）相談・助言事業；　会計個別支援と人材育成の着手
あいちＮＰＯ交流プラザでのアドバイザー設置事業を継続し、立ち上げ期のＮＰＯ法人への相談助言、市町村での相談・事業報告セミナーに取り組むと共に、会計ボランティアを養成し、会計実務体制が伴わないＮＰＯへの個別支援活動にも取り組みました。

▼4-2-②　愛知県ＮＰＯアドバイザー設置事業　　▼4-3-③　大口町ＮＰＯ会計支援事業　　▼4-2-④　会計個別支援事業　　▼4-2-⑤　会計ボランティア養成事業

５）人材交流・ネットワーク事業；　農山村都市交流に着手、他セクターとの協働
東栄町・「花祭りの里」交流ネットワーク事業を実施し、農山村・都市の共生協働のネットワークづくりに具体的に着手しました。また、「小地域・包括的な地域福祉を進めるためのネットワーク」青少年自立支援など「共通のテーマに取り組むＮＰＯのネットワークづくり」にも取り組みました。他方、ＥＰＯ中部事業を通し、ＮＰＯと企業の具体的な協働プロジェクトに幾つか着手した他、ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）を切り口に、市民団体、教育機関等とのネットワークが広がりました。

　　▼5-3-①　東栄町「花祭りの里」交流ネットワーク事業、▼5-1-③　名古屋市青少年自立支援団体ネットワーク形成、▼5-4-⑧　さわやか福祉財団・ふれあいフォーラム、▼5-4-①　中部環境パートナーシップオフィス管理運営

６）事務局代行業；　「移動ネットあいち」に続き、伏見の会、あいち福祉ネット支援
「移動ネットあいち」の事務局運営として県下109もの福祉系非営利団体の福祉郵送運送の基盤づくりや提言活動に当たると共に、愛知県下の福祉系ＮＰＯ法人ネットワークである「あいち福祉ネット」、名古屋市の地域福祉ＮＰＯのネットワークである「伏見の会」の事務局運営を受託し、情報共有、ＮＰＯの存在意義の発信、福祉の質の向上のための研修事業等を支援しました。

▼6-1-③（特）移動ネットあいち、▼6-1-④（特）伏見の会、▼6-1-⑤（特）あいち福祉ネット

４　組織運営に関して　　
１）人のマネジメント；　多様な人材活用の活発化、部門間コミュニケーションの課題

農山村・都市交流事業、会計個別支援など、新規事業開発の中で、外部の専門人材の登用やボランティア養成など、ＮＰＯ・まちづくり支援にあたる人材開発・活用を意識しながら取り組みました。しかしながら、幾つかの事業で、ニーズや事業の輪郭が見えてきているのに、人的体制がとれずに広く展開できない状況もあり、多様な人材を活かしあえるコーディネート機能の強化が必要になっています。

また、「なごや・ボランティアＮＰＯセンター」「中部環境パートナーシップオフィス」の管理運営が継続し、各拠点での事業が充実する中で、情報共有や相乗効果を収める仕組みなど、新たなマネジメントが課題になってきました。

２）コミュニケーション：　会員構造の変化、対外発信力の強化、他団体とのネットワークの進展　

設立後５年を経る中で、会員構成に変化が起きてきています。福祉系ＮＰＯの団体加入が定着する一方で、利用会員が減っており、新たに誕生するＮＰＯ・まちづくり団体との接点がどう持てるか、どう支援ができるかが課題になっています。対外コミュニケーションとしては、研究調査の蓄積やネットワークを通した提言・研究報告、市民メディアや農山村・都市交流事業を通した広範な情報発信によって愛知県内・全国での認知・評価が高まってきました。

他方、まちづくりにおいて、多様な専門性を組み合わせた支援が必要な場面が増えてきたことから、他団体と協働で事業実施する形態が増えてきています。他団体・ネットワークへの役員等として参加し、問題・情報共有することも、今後ますます重要になると思われます。

３）資金マネジメント；　施設管理運営、ＮＰＯとの契約事業の拡大

施設管理運営事業で一定程度定期収入があること、福祉関連の対ＮＰＯとの継続的な受託事業が出てきたことで、以前より財源安定化は進みました。が、中期的な資金基盤づくりは依然として課題です。

事業規模は昨年度比で10％拡大し、事業分野も多様化していますが、同時にスタッフの労働負担増も伴っています。

２　事業報告

Ⅰ；特定非営利活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ゲスト、講師等の敬称は省略させていただきます

研修事業
１－１　ＮＰＯ会計支援事業

①事業報告書セミナー

【目的】　　ＮＰＯ法人のアカウンタビリティの向上・社会への信頼を高めるために、事業報告書作成に関わる勉強会を開催する。（本年度は、愛知県ＮＰＯアドバイザー設置事業の一環で行った。→p.17）
②ＶＮＳ会計ソフト普及

【目的】　　小規模ＮＰＯ法人でも使用しやすく、また所轄庁への必要書類が作成できる会計ソフトの普及を通して、ＮＰＯのアカウンタビリティ向上を支援する。

【内容】　　　会計ソフトのＰＲ、販売、ユーザーサポートを行った。
【利用者】　　全国のＮＰＯ法人関係者・税理士など　2006年度普及数109本　

【事業費】　◎収入　1,721,900円　　　　◎支出　事業費1,578,438円　　管理費278,750円

【事業費】　◎収入　1,042,900円　　　　

③ＮＰＯ会計テキスト発行

【目的】　　ＮＰＯ法人の会計、税務、運営に関するテキストを発行・普及し、ＮＰＯの運営能力の強化・アカウンタビリティの向上を支援する。

【内容】　　これまで、「基礎からよくわかるＮＰＯ会計シリーズ」として発行してきた、５冊のテキストをまとめたものに「固定資産編」「区分経理編」を加えた書籍、『完全マスター　基礎からわかるＮＰＯ会計』を2006年7月に合同出版より発行。個別ＮＰＯを中心に広報し、普及活動を行なった。編著：馬場英朗、小椋淑子。

【利用者】　　全国のＮＰＯ法人関係者など　2006年度普及数　404冊

【事業費】　◎収入　1,028,080円　　　　◎支出　事業費2,474,874円　　管理費166,431円

【評価】
実務に即した内容のため、現場の担当者等に「わかりやすい」との評価をいただいている。ＮＰＯのアカウンタビリティの向上に役立つツールとして、さらに多くのＮＰＯに対して、当書籍の存在をアピールしていく必要がある。


１－２　ＮＰＯマネジメント支援事業

①東郷町ＮＰＯ・ボランティア団体ネットワーク構築及びスキルアップ事業

【目的】　　東郷町町民活動センター登録団体の意向調査に基づき、団体同士の交流やネットワークづくりの機会と共に、団体活動のスキルアップのための学習の機会を提供する。

【内容・実施日・場所】　　　場所　東郷町イーストプラザいこまい館

	実施日
	内容
	講師
	参加者

	11月19日（日）
	企画力をつける！
	三島知斗世
	11名

	12月2日（土）
	表現力をつける！
	安藤　直紀
	9名

	12月3日（日）
	（オプション）全国ボランティア・フェスティバルのプレイベントを見学
	岩尾　憲治
	2名

	1月13日（土）
	話力をつける！
	沖野　晧一
	12名

	2月15日（木）
	ボラねっと座談会
	―
	7名


※ファシリテーター（5回通し）　藤森幹人

【実施形態】　　東郷町委託事業

【事業費】　◎収入　499,800円　　　　◎支出　事業費379,324円　　管理費80,910円

【評価】　　上記講座の内容は好評だったが、スキル発表の場、かつ団体相互のネットワークづくりの場として参加者が創る交流イベントを想定したが、開催に至らなかった。

②春日井市市民活動セミナー　
【目的】　　春日井市内でボランティア・ＮＰＯ活動をしている人が、自分たちを応援してくれる資源を見つけ活用し、さらに元気な活動になるためのマネジメントを学ぶ。

【内容・実施日・講師】　

	実施日
	内容
	講師
	参加者

	9月30日（土）
	たくさんの人が集まる“魅力”って何？

於：文化フォーラム
	大森加奈子

武長　脩行
	20名

	11月18日（土）
	共感を生む広報力を身につけよう

於：鳥居松ふれあいセンター
	安藤　直紀

三島知斗世
	16名

	2月10日（土）
	資金づくりに取り組みながら、活動を広げるには　於：鳥居松ふれあいセンター
	佐藤　允孝

武長　脩行
	14名


【実施形態】　　春日井市委託事業

【事業費】　◎収入　240,000円　　　　◎支出　事業費180,595円　管理費38,853円

③江南市NPO・ボランティア講座

【目的】　　市民のＮＰＯ・ボランティア活動への関心と理解を深めるとともに、活動に関わる市民の増加を促進し、新しい公共の担い手の一主体としての市内におけるＮＰＯ・ボランティア活動の活発化を図る。

【内容・実施日・講師】　

◎　9月実施「～福祉・子育てを切り口に～」
	実施日
	内容
	講師
	参加者

	9月16日（土）
	座学「ＮＰＯ・ボランティアの基礎知識」

於：江南市地域情報センター　
	中田　實、三島知斗世

岩根佐代子、村井　篤
	15名

	9月30日（土）
	現場見学；訪問先①「（特）ふれあいサロンさん・さんガーデン」(一宮市)、②「（特）イキイキライフの会」(岩倉市)
	井浪　典子

中村　友之
	15名


◎　11月実施「～環境を切り口に～」
	実施日
	内容
	講師
	参加者

	11月11日（土）
	座学「ＮＰＯ・ボランティアの基礎知識」

於：江南市布袋ふれあい会館
	中田　實、三島知斗世

牛山正人、大竹　誠
	12名

	11月18日（土）
	現場見学；訪問先①「（特）稲沢ゴミ０協議会」（稲沢市）、②「江南国営公園友の会」（江南市）
	山川　幹子
籾山　光正
	11名


【実施形態】　　江南市から愛知江南短期大学への委託事業に協力（企画運営・講師派遣）

【事業費】　　◎収入　86,328円　　　　◎支出　事業費 67,279円　管理費13,973円
【評価】　　受講をきっかけにボランティアを組織化して活動を始めたという成果もあった。一方で参加者が少なく年齢層が高いため、講座の切り口や広報ルートなどを再考するか、逆に、定年退職者等に絞った切り口・アプローチを検討する必要がある。
④豊明市市民活動理解研修「NPO現場見学ツアー」

【目的】　　広く公共的サービスを提供する事業系NPOが発生・成長していくことを目指し、市内外のＮＰＯ現場を実際に見学し、コミュニティビジネスという新たな領域に対する理解を深める。（市職員の研修も兼ねる）
【内容】　　座学でＮＰＯ・ボランティアの基礎知識を学び、現場を訪問して実践者から話を聞いた。訪問先は（社福）むそう「通所授産施設アートスクウェア」（半田市）、（特）地域とともに生きるめだかの会「手づくりパンの店『むぎの花』」（豊明市）。

【実施日・場所】　　10月10日（火）・豊明市役所会議室、視察現場

【参加者】　　　豊明市民10名、市職員10名、関係者4名

【実施形態】　　豊明市委託事業
【事業費】　　◎収入　84,000円　　　　◎支出　事業費68,944円　管理費13,598円

【評価】　　アンケート結果によると全体的に好評だった。講義だけでなく、現場を見れたこと、活動者から熱意、ミッション、苦労、課題等を直接聞くことができたことで満足度が高まったと思われる。市職員からは、NPOの支援や育成について考える機会になった、市内の他のＮＰＯを見学したいという声があった。

⑤地域協働促進事業

【目的】　　市町村職員等を対象に「ＮＰＯに関する研修会」を実施し、ＮＰＯに関する理解の向上と市町村におけるＮＰＯとの協働の促進を図る。

【内容】　　　管理職を対象にした「理解セミナー」と、実務者を対象にした「実践セミナー」の２本立てで、講義、事例報告、ワークショップ等を取り混ぜながら実施した。

【実施日・実施自治体・講師】　　　　　　　　　　　　　　　　

	実施日
	実施自治体
	講師
	参加者

	9月16日（月）
	江南市
	武長脩行、川口邦彦、小池田忠

三島知斗世、籾山光正、平工弥生
	74名

	10月19日（木）
	岩倉市
	大西光夫、西脇良孝、岡田敏克
	51名

	
	
	
	

	10月20日（金）
	清須市
	大西光夫、瀧川裕康

岡田敏克、後藤昌治
	58名

	10月31日（火）
	刈谷市
	大西光夫、瀧川裕康

岡田敏克、後藤昌治
	72名

	11月20日（月）
	豊明市
	武長脩行、青木正道

三島知斗世、藤原正子、伊藤一美
	76名

	11月24日（金）
	大口町、扶桑町
	大西光夫、橋本　勝

三島知斗世、松下典子
	95名


　　　　　　※午前・午後で、「管理職」「実務者」に分けて開催した。

　　　　　　※場所は、各自治体市役所会議室等、11月24日は、大口町健康文化センター　
【実施形態】　　愛知県委託事業

【事業費】　◎収入　1,260,000円　　　　◎支出　事業費996,726円　管理費203,976円

【評価】　　自治体や部署によって協働に関わる状況・課題は多様であるが、状況に応じた内容・講師をアレンジしながら実施した結果、基準目標を10.2ポイント上回る70.2％の研修受講者が目標を達成したという回答を得た。自治体の側で何らかの発展プログラムを実施し、それに協力させていただく展開もあった。

１－３　まちづくり研修事業

①まちの達人いきいき活用事業

【目的】　　　高齢者が今まで培ってきた経験・特技を活かしながら、地域活動・ＮＰＯ・ボランティア活動で活躍し、より充実した人生を応援することを目的とする。

【内容】　　　「まちの達人」とは何かを考える講義、地域の課題解決に向けての取り組み事例の訪問、

活動マネジメントの技術など全９回の研修を行い、100名の受講者の内、86名が修了した。

	実施日
	タイトル　／　場所
	講師

	9月13日（水）、14日（木）
	「一泊研修」

（あいち健康プラザ）
	石川良雄、加藤恵、千田貞彦、村上眞喜子、大西光夫、沖野晧一、堀田力、武長脩行

	9月19日（火）、21日（木）、26日（火）、28日（木）
	「現地見学①」

（右記事務所）　

※左記日程から選択
	（特）地域福祉サポートちた、（特）ゆいの会、（特）りんりん、（社福）むそう、はっぴいわん、京や

	10月7日（金）
	「心豊かな長寿社会を考える国民の集い」に参加　（あいち健康プラザ）
	

	9月30日（土）

10月１日（日）
	講座①「ＮＰＯ・ボランティア講座」

※左記日程から選択（土曜は名古屋開催（あいちＮＰＯ交流プラザ）、日曜は豊橋開催（豊橋駅前文化ホール、豊橋市民センター）以下同）
	曾田忠宏、大西光夫

	10月14日（土）

10月15日（日）
	講座②「コーディネートのノウハウ」
	岡田敏克、小松嘉久、原田敏之

	10月28日（土）

10月29日（日）
	講座③「広報・教材ツールづくり」
	安藤直紀、佐藤宏、水野博之

	
	
	

	11月11日（土）

11月12日（日）
	講座④「地域連携の仕組み」
	中田繁美、牛嶋敏明、八木京子、大西光夫

	10月26日（木）
	「現地見学②」　（右記施設）
	総合福祉施設ゴジカラ村

吉田一平、遠藤学、大西光夫

	11月～１月に地域で活動をした後、2月3日（土）に修了式＆報告交流会を開催


【実施形態】　愛知県委託事業　

【事業費】　　◎収入　6,016,000円　　　◎支出　事業費5,063,248円　管理費983,901円　
【評価】　　まちの達人のプロフィールを紹介した冊子と、ホームページを制作した（県高齢福祉課、ＶＮＳのＵＲＬで掲載）。今後地域から達人に声がかかり、活発に活躍することが期待される。また、地域ごとに修了生のネットワーク活動を運営する世話人を置いた。達人同士が集まり、ボランティア活動を開始する例が生まれている。URL　http://www.vns.or.jp/tatujin/index.htm
②扶桑町まちづくりフォーラム

【目的】　　06年10月に「扶桑町住民及び協働の推進に関する条例」が施行された扶桑町で、「住民力」「協働力」を活かしたまちづくり活動の具体的なイメージを描く。

【内容】　　「協働のまちづくり」をテーマとした講演と、＜地縁組織＞＜ボランティア・ＮＰＯ＞の両者による事例報告を元に、今後の住民によるまちづくり活動のあり方を話し合った。
【実施日・場所】 　3月17日（土）・扶桑町中央公民館

【参加者】　　　扶桑町民など130名

【講師・発言者等】　　　武長脩行、小池田忠、小松嘉久、江戸　滿、大西光夫
【実施形態】　　扶桑町委託事業
【事業費】　　◎収入　399,420円　　　　◎支出　事業費309, 636円　管理費64,860円　　　

啓発・情報提供事業
２－１　情報提供事業

【事業費】　◎収入　　0円　　　　◎支出　　0円　　　　◎支出　　0円　　（管理費の中で計上）

①ホームページによる情報提供

【目的】　　市民活動・まちづくりに関する理解、参加、運営の向上を図り、本会の活動の理解を促進するため、情報を蓄積・提供する。

【内容】　　本会の活動紹介と報告、ネット上での基礎講座、市民活動のイベント・研修情報、市民放送局等を随時更新（月に数回）。また、新しいドメインを取得し独自サーバーへ移行したことでURLが変更された。

【新URL】　　http://www.vns.or.jp/
【アクセス数】　　累積115,937件（07年4月30日現在、月に約1,640件）

【事業費】　　　◎収入　0円　◎支出　事業費（一般241,800円　市民放送局123,659円）管理費0円
【評価】　　コンテンツが充実してきたので、整理して必要な情報へアクセスし易くすることも重要となってきた。
②ＦＡＸ・E-ｍａｉｌによる情報提供

【目的】　　市民活動・まちづくりに関する理解、参加、運営の向上を図るため、有益な情報を提供する。

【内容】　　イベント・研修情報、市民参画の促進、行政との協働、助成金情報など。

【実施日】　　5月、7月（ニュース形式）、12月、07年4月（レポート形式）

【送付先】　　◎会員　　メール120通、ＦＡＸ30通

◎その他　メール約1,850通、ＦＡＸ200通～1,850通（内容により選別）
【事業費】　◎収入　　0円　　　　◎支出　　0円
【評価】　　トピック毎にメールで情報提供する方式をとるようになり、総合的なニュース作成の位置づけが難しく、再検討の必要がある。また、会員向けに、一定期の活動報告を一口レポート形式で２回提供した。
③ＮＰＯ・まちづくり関係ライブラリーの運営

【目的】　　　市民活動・まちづくり活動の理解・啓発を図るため、書籍を収集し、貸出を行う。

【蔵書数】　1,111冊

【時期】　　　通年

【事業費】　◎収入　　0円　　　　◎支出　　事業費34,330円　管理費0円

２－２　市民メディア事業

①まちづくり映像交流事業（第24回　地域づくり団体全国研修交流会・愛知大会　特別分科会）

【目的】　まちづくり映像作品（なごや・まちコミ映像祭4年間の優秀作品から）の鑑賞と関係者によるトークを行い、映像づくりがまちづくりへ与える効果を話し合う。

【内容】　5作品を上映し、「地域づくりと映像づくりのしあわせな出会い～わくわく感動のわかちあいの世界～」と題して製作者と審査員のトークを行った。

【実施日・場所】　11月10日（金）・ウイルあいち

【参加者】　　105名

【出演者】　　 制作者；佐藤逸夫、長尾正男、松村長二郎、東　史子、吉住啓一

　　　　　　審査員；浅野　聡、延藤安弘、木野秀明、津田正夫、間瀬寿夫
【実施形態】　　なごや・まちコミ映像祭実行委員会（愛知県、名古屋市、等）
【事業費】　　◎収入　1,000,000円　　　◎支出　事業費1,131,485円　管理費161,884円

【評価】　「まちづくりと映像づくりのしあわせな出会い（協働）」「映像づくりや映像祭」などに関するノウハウや仕組みの交流・提供、研修会やネットワーク形成の必要性や可能性を再確認することができた。
②人にやさしい街づくり教育支援事業

【目的】　　小中学校の総合学習の時間に使用する教育教材と指導用マニュアルを制作する。
【内容】  教育教材のうちビデオ制作を担当し、10分版と15分版を制作した。
【時期】  

8月～3月　　　　　　　　　　　　
【実施形態】　愛知県委託事業（（特）ひとにやさしいまちづくりネットワーク・東海とのコンソーシアムで受託）

【事業費】　◎収入 3,121,125円　　　　◎支出　事業費2,789,118円　管理費510,265円
③ビデオ制作事業

【目的】　　ビデオ制作を通してＮＰＯやまちづくり活動に関わる広報・研究活動を支援する。

【内容】　ＮＰＯやまちづくり活動に関わる広報・記録ビデオの制作・撮影・取材支援を行った。

【時期】　　通年
【実施形態】　　制作元（（特）WAFCA、愛知県国際交流協会、（特）ゆいの会）からの委託
【事業費】　◎収入　1,543,130円　　　◎支出　事業費1,560,354円　管理費　249,811円

④スターキャット放送事業

【目的】　　
一般市民のＮＰＯ・まちづくり活動に対する理解と参加を促進するため、まちづくり映像をケーブルテレビで放映する。

【内容】　なごや・まちコミ映像祭の優秀作品を毎月2本ずつ放映した。

【時期】　7月～3月

【事業費】　◎収入 178,500円　　　　　◎支出　事業費52,630円　管理費28,897円
⑤ビデオづくりサポート事業　

【目的】　　市民による情報発信を支援するため、ビデオ機材や編集スタジオの貸し出しを行う。
【内容】  デジタルビデオ、デジタルカメラ、三脚、編集機材等の貸し出しを行った。

【時期】　　通年
【事業費】　◎収入　225,130円　　　　　◎支出　事業費66,496円　管理費36,445円
研究調査・提言事業
３－１　各種審議会委員会参画　

①各種審議会等参画
【目的】　　各種審議会・委員会への参画を通して、ＮＰＯの発展や市民主体の社会づくりに向けて提言を行う。

【審議会名】　①中部環境パートナーシップオフィス運営協議会

②東海電子自治体戦略会議（名古屋市などからなる実行委員会）

③愛知県住まい・まちづくりマスタープラン検討委員会（愛知県）

④県営住宅子育て支援モデル事業選考委員会（愛知県）

⑤住宅ストック有効活用推進モデル事業選定委員会

⑥あいち新世紀自動車環境戦略会議（愛知県）

⑦ＮＰＯと行政の協働に関する実務者会議（愛知県）

⑧愛知県消防団に関する検討会
⑨愛知県社会福祉協議会ボランティアセンター運営委員会（愛知県社協）

⑩名古屋市行政評価委員会

⑪名古屋市上下水道局用地空間利用検討委員会（名古屋市）

⑫なごやか地域福祉2005連絡会議（名古屋市）

⑬なごや環境大学運営委員会（名古屋市）

⑭名古屋市福祉有償運送運営協議会

⑮ＮＰＯはじめの一歩助成金審査委員会（豊田市）

⑯一宮市市民活動助成金審査会

【事業費】　　◎収入　　101,000円　　　　◎支出　　事業費42,984円　管理費16,349円　

３－２　研究レポート「ボラネイ★キャラバン」発行事業　
①研究レポート「ボラネイ★キャラバン」発行事業
【目的】　　各種セミナー、講演会、研究調査等で学んだ内容の要点などをレポートとして発

行し、情報の共有を図る。発行数400部。

【内容】　

	号数／タイトル／頁数
	発行時

	vol.11 これからの福祉交通と移動サービスの役割　（A4判35頁）
	06年5月

	vol.12団塊世代のキャリアをＮＰＯ活動に活かすには？

農山村と都市の協働・共生のネットワークと拠点をつくる

（A4判54頁）
	06年12月

	vol.13　ＮＰＯの未来と中間支援組織の役割　（A4判47頁）
	07年2月


【事業費】　◎収入　　44,100円　　　　◎支出　　事業費43,538円　管理費7,140円
３－３　報告・発表活動　

①学会発表

【目的】　　ＶＮＳが実践しているＮＰＯ・まちづくりの支援活動や研究調査を報告し、広く共有化や問題提起を行う。

【実施日・内容】（１）日本ＮＰＯ学会第8回年次大会（於：新潟コンベンションセンター朱鷺メッセ）

　　　　　　　6月3日（土）～4日（日）

　　　　　　　＊公募パネル「ＮＰＯ財務データベースの構築と活用」

　　　　　　　　馬場英朗、本康淳子、青木孝弘ほか

　　　　　　　＊ＮＰＯが行う小規模・多機能・地域密着型サービスが「地域福祉向上」に果たす役割

　　　　　　　　三島知斗世

　　　　　　　＊セダン特区が移動サービスに与える影響　～移動ネットあいちの活動実態調査から

　　　　　　　　岩尾憲治、木戸友美、三島知斗世

　　　　　　　＊ＮＰＯ法人はアカウンタビリティを果たしているか　2003年度愛知県事業報告書等調査から　　馬場英朗

（２）第9回年次大会（於：大阪商業大学）3月17日（土）～18日（日）
　　　　　　　＊行政によるＮＰＯへの委託事業の積算に関する提言

　　　　　　　　陣内さゆり、馬場英朗

　　　　　　　＊ＮＰＯ法人の財務及び会計実態調査

　　　　　　　　馬場英朗、本康淳子

【事業費】　◎収入　　0円　　　　◎支出　　0円
３－４　ＮＰＯ研究調査提言事業

①ＮＰＯ法人財務分析・会計支援事業

【目的】　　愛知県内のＮＰＯ法人の事業報告書等を集計・分析して財政状態を調査し、ＮＰＯ法人のおかれている実態を広く社会に報告する他、ＮＰＯ法人の事業報告書及び会計書類の記載内容に対する調査を実施し、適正な会計書類を作成するための注意事項などを整理した。

【内容】　2003年から2006年にかけて収集した愛知県所轄の全ＮＰＯ法人の会計書類データを使用した他、ＮＰＯ法人の事業報告に対する取り組みの意識や会計管理体制、事業報告書からは把握できない財務状況について、アンケート調査を実施した。

· 財務データサンプル数　43件（1999年度）、82件（2000年度）、155件（2001年度）、265件（2002年度）、443件（2003年度）、580件（2004年度）

· アンケート調査サンプル数　259件

· 07年2月22日に開催された「あいちルールブック推進フォーラム2007」にて、ＮＰＯ・行政関係者に対し、当事業の報告会開催。また、所轄庁職員研修を実施し、事業報告書をチェックする際の留意点などに関する研修及び意見交換を行った。

【時期】　　　　7月～3月　　　　

【実施形態】　愛知県委託事業　

【事業費】　　◎収入　　4,996,530円　　◎支出　　事業費4,258,542円、管理費808,863円

【評価】　　調査内容を報告書『ＮＰＯ法人の財政状態及び会計処理の現状について』【付録―行政からＮＰＯへの委託事業の積算に関する提言―（ＮＰＯと行政の協働に関する実務者会議中間報告書）】（Ａ4版96頁）にまとめ、議論の普及に努めた。

②平成18年度小規模治山事業（緑の人材活用森林整備）調査委託事業

【目的】　　
林業労働力の確保、山村地域への定住化や活性化を促進するための「小規模治山事業」を推進するため、団塊世代に対してアンケート調査を行う。

【内容】　
トヨタ自動車株式会社、株式会社デンソー、アイシン精機株式会社の社員（昭和21年から24年生）に対し、各社の社会貢献部署を通して、団塊世代社員への森林整備事業に関するアンケート調査を行い、結果をまとめた。

【時期】　　　　2月～3月
【調査協力者】　トヨタ自動車株式会社・トヨタボランティアセンター

　　　　　　　株式会社デンソー・ハートフルクラブ

　　　　　　　アイシン精機株式会社・さわやかふれあいセンター

【実施形態】　　財団法人愛知県林業振興基金委託事業

【事業費】　◎収入　　892,500円　　　　◎支出　事業費712,162円　管理費144,482円
③万博成果継承・市民活動支援基金研究事業

【目的】　　
「愛・地球博」の剰余金の一部を市民活動の支援に役立てるよう、関係者間で協議と仕組みについての検討を行い、要望を行う。

【内容】　
万博協会、地元4団体（愛知県、名古屋市、中部経済連合会、名古屋商工会議所）に要

望書を届けると共に、市民活動団体の意見交換会開催の調整、第2回地元検討委員会へのヒアリング協力等を行った。

【実施日】　　　8月31日（金）市民活動団体の意見交換会

9月20日（木）第2回地元検討委員会（市民代表4名の１名として意見陳述）

【事業費】　◎収入　　0円　　　　◎支出　0円
【注記】　　　　地元検討委員会は、8月、9月、10月、11月と4回開催され、報告書がまとめられた。07年度から、年間約1億円の資金を10年間取り崩し、公益信託方式で活用される。
④ＶＮＳ総会・記念シンポジウム「ＮＰＯの未来と中間支援組織の役割」　
【目的】　　本会が設立5周年を経て今後、どのように活動を展開していくのがＮＰＯの未来に役立つのかを議論する。

【内容】　 基調講演「ＮＰＯの未来と中間支援組織の役割：今田　忠
　　　　 討論：渡部　勝、松下典子、大西光夫

【実施日・場所・参加者】　　　6月25日（日）・椙山女学園大学・43名

【事業費】　◎収入　　25,540円　　　　◎支出　事業費85,045円　管理費4,135円

【注記】　　講演会の内容は、ボラネイ☆キャラバンvol.13に収録した。
３－５　まちづくり研究調査提言
①市民活動団体と行政が共に行う研究ワークショップ事業

【目的】　　
名古屋市における市民と行政のパートナーシップを進めるために、全庁的に参考にできる統一的・総合的な「協働の手引書」の土台を作る。
【内容】　
名古屋市職員と、市内に事務所を構える市民活動団体が出席し、ワークショップ形式で協働を進めるための現状・課題を整理し、また、他の政令指定都市の調査も行い、解決に向けての提案をまとめた報告書を作成した。

【実施日・場所・参加者】　
	実施日
	場所
	参加者

	12月25日（月）
	名古屋市役所
	市民活動団体10団体、市職員17名

	１月16日（火）
	あいちＮＰＯ交流プラザ
	市職員18名

	1月25日（木）
	名古屋市役所
	市職員9名（グループ・ヒアリング）

	1月31日（水）
	あいちＮＰＯ交流プラザ
	市職員8名（グループ・ヒアリング）

	2月6日（火）
	あいちＮＰＯ交流プラザ
	市民活動団体10団体、市職員17名


【実施形態】　名古屋市委託事業（名古屋市・ＮＰＯ提案公募型協働事業）

【事業費】　◎収入　498,750円　　　　◎支出　　事業費417,865円　管理費80,739円

【評価】　　従来は各部署で個別に協働が取り組まれていたが、今回、名古屋市と協働して議論の場を設定したことにより、各部署の職員の参加を得て、協働を進めるための課題を総合的に議論し、提案をまとめることができた（A4版31頁）。
②「なごやかトーク」開催事業

【目的】　　
名古屋市における市政の重要課題として「協働」をテーマに取り上げ、「なごやかトーク」を開催し、市民と名古屋市との対話促進を図る。
【内容】　
協働のまちづくりをテーマに、講演、事例発表、及び、市職員・市民活動団体が参加する車座談義を行った。

【講師・発言者等】　昇秀樹、滝川正子、兼松はるみ、大西光夫、車座談義9名

【実施日・場所】　　　12月19月（火）／千種区文化小劇場

【実施形態】　名古屋市委託事業

【事業費】　◎収入　798,000円　　　　◎支出　　事業費654,184円　管理費129,183円

【評価】　　事前アンケートと、市職員（協働未経験者＝回収数1,250、経験者同204、）、市民活動団体（同39）に対して行い、協働についての課題意識が浮き彫りになった。

相談・助言事業

４－１　　講師派遣事業
①ＮＰＯ講師派遣／②まちづくり講師派遣

【目的】　　市民団体・行政・企業等が行うまちづくりイベント等のコーディネート、企画運営に関する助言や講師などの紹介及び派遣を行う。

【内容】　　①デンソー「社会貢献フォーラム」

②とよた市民活動センター「はじめの一歩助成金」審査会・報告会（２回）

③ぼらんぽカフェ「ＮＰＯで働くには」

④愛知県職員厚生課「ライフプランセミナー」

⑤名古屋市新規採用研修・後期合同研修「ＮＰＯを知る」

⑥蒲郡市・生涯学習入門講座「ＮＰＯ・参加するには、作るには」

⑦内閣府・青少年育成国民会議・愛知県・愛知県青少年育成国民会議主催「地域指導者養成研修会」

⑧豊田市職員研修会「共働　～なぜ必要か、どう進めるか」

⑨持続可能社会をつくる若手の「志」に学ぶ　第七回　
⑩⑪あいち協働ルールブック推進フォーラム2007「ＮＰＯと行政の協働に関する実務者会議公開報告会」「ＮＰＯ法人の財政状態及び会計処理の現状について」

⑫とよた市民活動センター「ＮＰＯ特別相談会・助成金申請のコツ」

⑬花と緑と健康のまちづくりシンポジウムin名古屋

⑭中日新聞社、中部日本放送、ナゴヤドーム主催「アクティブシニア・フェア」

【事業費】　　◎収入　　313,720円　　　◎支出　　事業費95,388円　　管理費50,785円　　　

４－２　ＮＰＯ法人運営相談事業
①ＮＰＯ法人設立・運営相談

【目的】　　ＮＰＯ法人設立や市民団体の運営、まちづくりに関する諸問題について無料＆有料相談を行う。

【内容】  電話・ＦＡＸ・E-mail・来訪などで、計130件の相談に対応。

【時期】  通年

【事業費】　◎収入　0円　　　　◎支出　　0円　　　

②愛知県ＮＰＯアドバイザー設置事業・専門相談

【目的】　　愛知県内のＮＰＯからの相談を通して、健全な運営のための支援を行う。

【内容】  主に会計・労務・組織マネジメント等の相談に対応。相談件数174件。

　　　　法人格取得後セミナー（4回）、事業報告書作成セミナー（6回）も開催。

【アドバイザー】　中尾さゆり、馬場英朗、本康淳子、小椋淑子、三島知斗世

【時期・場所】　個別相談は年間52回、46回はあいちＮＰＯ交流プラザ。5回は、愛知県内の各地域への出張相談（豊川市、瀬戸市、岡崎市、一宮市、知多市）、1回は、なごやボランティア・ＮＰＯセンターにて開催。

	実施日
	セミナー内容
	場所
	参加者数

	6月29日（火）
	法人格取得後セミナー
	あいちＮＰＯ交流プラザ
	5名

	9月21日（火）
	法人格取得後セミナー
	あいちＮＰＯ交流プラザ
	9名

	12月12日（火）
	法人格取得後セミナー
	あいちＮＰＯ交流プラザ
	14名

	1月27日（土）
	事業報告書作成セミナー
	とよかわボランティア・市民活動センター
	12名

	2月7日（水）
	事業報告書作成セミナー
	瀬戸市市民活動センター
	21名

	2月10日（土）
	事業報告書作成セミナー
	岡崎市南地域交流センター（よりなん）
	12名

	2月17日（土）
	事業報告書作成セミナー
	一宮市市民活動支援センター
	12名

	3月10日（土）
	事業報告書作成セミナー
	知多市市民活動センター
	11名

	3月19日（月）
	法人格取得後セミナー
	あいちＮＰＯ交流プラザ
	19名

	3月24日（土）
	事業報告書作成セミナー
	なごやボランティア・ＮＰＯセンター
	42名


【実施形態】　　愛知県委託事業　　

【事業費】　◎収入　919,884円　　　　◎支出　　事業費929,959円　　管理費148,917円

【評価】
先年度に引き続き、相談の稼働率80％以上、愛知県が行った相談者に対するアンケートでの満足度評価も100％と、高い評価が得られた。また、2年間に亘り、当事業を受託したことにより、NPO等の相談内容が蓄積されたが、これは、有効な資源であるので、Q&A集の作成などを通して、今後活用していきたいと考える。また、行政職員との交流も進んだ。

③大口町ＮＰＯ団体会計支援事業

【目的】　　大口町内のＮＰＯ（任意団体も含む）の会計支援を通して、各団体のアカウンタビリティへの意識の向上を目指す他、大口町の行政職員に対して、ＮＰＯ会計等に関する情報提供を行う。

【内容】  大口町のＮＰＯ登録団体、「憩いの四季」「ヘルシーエイジングの会」の2団体に対し、会計システムづくり（マニュアル作成含む）、会計ソフトの設定、会計相談等の支援を行った。

【時期】　6月～3月実施。各団体ヒアリング１回、システム導入及び会計指導１回、電話相談、決算期訪問を行った。

【実施形態】　　大口町委託事業　　

【事業費】　◎収入　214,500円　　　　◎支出　　事業費180,526円　　管理費34,923円

④会計個別支援事業

【目的】　ＮＰＯ法人のアカウンタビリティ向上およびコンプライアンス促進のため、小規模な草の根ＮＰＯなど、団体単独で会計を行うことが困難なＮＰＯに対し、個別に支援する。
【内容】  各団体からの会計支援依頼を受け、団体規模・事業内容・会計体制などに応じた、会計システムづくり、会計ソフト設定、ボランティア派遣などの形で会計支援を実施する。

【支援団体・支援形態】　　

	期間
	支援団体名
	支援形態

	05年12月～
	（特）日本総合セキュリティ＆支援協会　
	会計担当者の派遣

	06年11月～
	（特）愛知スポーツ倶楽部
	会計担当者の派遣

	06年9月～
	（特）名古屋コダーイセンター
	会計ボランティアの派遣

	
	
	

	
	
	

	06年10月～
	（特）よつ葉
	会計ボランティアの派遣

	07年2月～
	（特）ひだまりの丘　　
	〃

	07年4月～
	（特）スマイル
	〃

	07年4月～
	（特）ＴＣＡタッチケアセラピー協会
	〃

	07年4月～
	（特）子育てなごや
	〃


【事業費】　◎収入　370,782円　　　　◎支出　　事業費341,636円　　管理費60,027円

【評価】
　会計支援への問い合わせは多く、ニーズは高い。

⑤会計ボランティア養成事業

【目的】　小規模草の根ＮＰＯに対して会計支援を行い、アカウンタビリティ向上に寄与する。及び会計ボランティアをしてみたいという意思のある人に対し、活動の場を提供する。

【内容】
特定非営利活動法人ボラみみより情報局が募集に応募した会計ボランティア希望者を登録。全4回のＮＰＯ会計の講座を行い、ＮＰＯ会計ボランティアを養成した。今期は、5名の会計ボランティアを養成した。4月末現在、8団体へ派遣している。

【実施日】　ＮＰＯ会計講座

第1回
第5期事業

第２回　6月17日　タイトル「ちょっと気になるＮＰＯ向け会計ソフト」　

第3回　8月27日　タイトル「ステップアップ編－ＮＰＯ会計特論・固定資産・税務・区分経理－」

第4回
事業報告書セミナー（愛知県ＮＰＯアドバイザー事業参照）に参加。

【実施形態】　（特）ボラみみより情報局と協働

【事業費】　◎収入　149,750円　　　　◎支出　　事業費153,317円　　管理費24,244円

【評価】
現在の5名の会計ボランティアでは、手が回らなくなりつつある。第二期の会計ボランティアを募集し、養成する段階にきている。
４－3　　まちづくり支援事業
①東海自治体学会研究フォーラムの運営協力　
【目的】  東海4県の市民、研究者、自治体職員が地域自治を研究する同会の運営を支援する。　　　　　　　
【内容】  　12月9日に行われた総会および講演会の運営事務を支援した。

【事業費】　◎収入　　10,000円　　　　◎支出　　事業費2,935円　　管理費1,619円


人材交流・ネットワーク推進事業

５－１　ＮＰＯ人材交流・ネットワーク事業
①行政職員短期派遣研修受け入れ

【目的】　　愛知県内の自治体とＮＰＯとの相互理解のために、ＮＰＯ活動への従事体験を受け入れ、自治体職員のＮＰＯ及び本会の活動への理解を促進する。
【内容】  愛知県より２名、名古屋市より２名、豊明市より１名を受け入れ、講座・訪問ツアー等の運営、調査活動、ＮＰＯ支援やＮＰＯと行政との協働に関わる情報の収集等の機会を提供すると共に、随時意見交換を行った。

【実施日】　　愛知県職員（10日間、5日間）、名古屋市職員（10日間）、豊明市職員（8日間）

【実施形態】　　各自治体が実施する研修派遣事業に受入協力
【事業費】　　◎収入　　56,100円　　　◎支出　　事業費16,996円　　管理費9,081円

②学生インターン受け入れ　
【目的】　
ＮＰＯ・まちづくり活動に関心を持つ学生に業務体験の機会を提供することにより、若者のＮＰＯへの理解を深めると共に、ＮＰＯで活躍する人材の育成を行う。

【内容】  愛知淑徳大学文化創造学部2名（榎田ゼミ）、医療福祉学部3名、コミュニケーション学部１名、金城学院大学4名、椙山女学園大学1名、名古屋商科大学1名計12名の学生を受け入れ、ＮＰＯ財務データベースの作成、ＮＰＯ支援・福祉系NPOの現場訪問、本会の業務体験、ＮＰＯに関わるレクチャーなどを行った。

【時期】　　8月～9月

【事業費】　◎収入　　0円　　　　◎支出　　0円　

③名古屋市・青少年自立支援団体のネットワーク化に関するコーディネート事業　
【目的】　
名古屋市の青少年の社会的自立をより効果的におこなっていくために、団体間で現状・課題・情報を共有し、支援の質と量を高めていくためにネットワーク化を図るための方策を見出す。

【内容】  2回の連絡会を開催し、各団体の相互理解、国・県・名古屋市の青少年自立支援施策の理解、小グループに分かれ活動上の課題に関する意見交換等を行った。

	実施日
	内容
	参加者

	12月21日（木）
	趣旨説明、各団体の自己紹介、市の自立支援支援施策の説明、団体調査の趣旨説明と依頼
	15団体

	2月16日（金）
	団体調査中間報告、小グループによる意見交換

　　　　　　　　　　　　　　　（ファシリテーター：石井伸弘）
	16団体


【備考】　該当する活動をしている団体の活動概要を調査し、26団体の概要、及び、連絡会での議論を元に、今後のネットワークの機能の検討、ネットワーク運営に伴う課題等を70頁からなる報告書を作成した。

【時期】　　12月～3月

【事業費】　◎収入　200,000円　　　　◎支出　　事業費218,911円　　管理費32,378円

④ＮＰＯ人材ネットワーク形成　
【目的】　　全国及び愛知県内のＮＰＯやＮＰＯのネットワークに役員等として参加し、ＮＰＯやまちづくり活動の発展に向けた意見交換・情報収集・協働を図る。

【内容】   ①（特）地域創造ネットワーク・ジャパン（理事）

②（特）移動サービス市民活動全国ネットワーク（理事）
③（特）あいち福祉ネット（理事）

④ 愛知・川の会（企画委員）

⑤（特）地域福祉サポートちた（理事）
⑥（特）伏見の会（理事）

⑦（特）たすけあい名古屋（参事）

⑧（特）揚輝荘の会（理事）

⑨（特）花と緑と健康のまちづくりフォーラム（理事）

⑩（特）平和のための戦争メモリアルセンター（募金委員）

⑪全国ボランティアフェスティバルあいち・なごや実行委員会（実行委員幹事等）

⑫ＩＡＶＥアジア大会実行委員会（実行委員）

⑬市民協働ネットワーク「リニモネット」（世話人）

【事業費】　◎収入　0円　　　◎支出　　事業費26,555円　　管理費0円

５－２　ＮＰＯの協働の広場づくり事業
①なごやボランティア・ＮＰＯセンター管理運営　

【目的】　　名古屋地域のＮＰＯ・ボランティアグループへの相談・研修、ネットワーク化の促進を行うと共に、市民の参加を促進するための総合窓口を担いながら、市民活動の発展を支援する。

【内容】　同センターの運営にあたるコンソーシアムの代表を務めると共に、職員１人を派遣した。センターでは、施設運営と共に、相談対応、講座運営、啓発・情報提供、ネットワーク促進等に取り組んだ。
【時期】　　通年　（※ＶＮＳ事業年度５月～４月）

【実施形態】　名古屋市指定管理者として、(特)ボラみみより情報局、(特)名古屋ＮＧＯセンターと共に、管理運営にあたった。
【事業費】　◎収入　3,317,763円　　　◎支出　　事業費2,015,009円　　管理費0円

【評価】　　　06年度は講座の定型化・多様化を図った。また、来館者の利便性向上のために、情報の整理と掲示方法を工夫すると共に、市民活動団体が集会時に活用できるような印刷機材などを充実した。

５－３　農山村・都市間協働ネットワーク事業
①「花祭りの里」交流ネットワーク事業　

【目的】　　　山村の維持について、山村の資源（伝統芸能、自然など）と都会の資源（交流人材）の効果的なマッチングや継続的な交流システムのモデル開発を行う。

【内容】  　健康コース、花祭りコースに分かれて、連続的な人材交流プログラムを実施し、より魅力ある展開の仕方について検討した。

	Ａ　健康コース

（1泊2日×3回）　102名。
	①白山祭見学、山歩き、間伐林、天文台等町の見学。41名。

②間伐材伐採、木工、リース細工。38名。

③伝統料理、花祭体験。23名。

	Ｂ　花祭コース

（1泊2日×3回）　167名。　　　　
	①座学（「東栄町の歴史・生活・沿革」）、山村見学交流。32名。②実習講座（踊り・笛の制作と練習。飾りの切り花制作）。38名。③実体験（「花祭」に参加・手伝い）。97名。　　　　

	Ｃ　特別企画

（講座2回、体験交流1回）　　99名。
	①花祭映像上映と記念講演。47名

②古戸地区花祭見学体験。19名

③70年前の花祭・北設楽郡の風景・くらしの映像上映会。33名

	Ｄ　実行委員会（3回）

事務局会議（4回）
	

	Ｅ　組織化・ネットワーク形成実行委員（32）
	事務局（6）、講師・講師補助（13）の他、講座参加者（132）、特別企画参加者（88）、講座非参加の広報など支援協力者（41）が情報ネットワークに入る等、組織化した。

＜特記＞名古屋の中学生（クラブ活動団体）20名が参加し継続交流に発展


【時期・場所・参加者】　　11月～3月・東栄町及び名古屋市内・延べ368名

【実施形態】　内閣府・地域再生計画「市民活動団体支援綜合事業」収入　16,095465円

【事業費】　　　◎収入　2,568,884円　　　◎支出　事業費　2,721,740円　　管理費　416,863円
【評価】　　　本事業は、マスコミに多く取り上げられ社会的な関心を集めた。また、東栄町側に実行委員会ができ、そこを基盤に、補助金申請なども行い、この交流事業を継続させる見込みであり、都会側は、「花祭りの里クラブ」を設立して、交流事業に対応することを展望している。

②農山村･都市交流モデル開発事業
【目的】　　
東海地方における農山村・都市交流事業を促進するためのモデル開発について東栄町を舞台に継続的に展開する
【内容】　
山村地域（東栄町）側の受入体制づくり、都市側の人材募集体制の確立、その相互のネットワークづくりを形成する会合及び打合せを行った。

【実施日・場所】　　　11月22日（水）、25日（土）、4月25日（水）、27日（金）・東栄町役場

【事業費】　◎収入　0円　　　　◎支出　　事業費66,048円　管理費0円

５－４　まちづくりの協働の広場づくり事業
①中部環境パートナーシップオフィス管理運営

【目的】　　環境パートナーシップを推進するための各種事業等を企画・運営することにより、市民、環境ＮＧＯ／ＮＰＯ、行政、企業等、社会を構成する様々な主体によるパートナーシップによる取り組みのための基盤形成を促進する。

【内容】　事業の柱として、①運営協議会メンバーによる協働事業提案、②重点テーマとして「次世代応援プロジェクト」「ＥＳＤ普及・しくみづくりプロジェクト」、③地域リクエスト事業（企業や行政との協働の芽を探る事業など）、④情報の基盤整備・オフィス運営管理、⑤地域ステークホルダーとの協働推進。対象地域は、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県。
【時期】　　通年　（※ＶＮＳ事業年度５月～４月）

【実施形態】　環境省中部地方環境事務所委託事業収入　16,095465円

【事業費】　　◎収入　13,213,600円　　◎支出　事業費13,145,580円　管理費  632,390円
【評価】　　　２年目は創出された役割を中部７県の地域のステークホルダーとモデル事業を通して具現化してきた。ＥＳＤ普及啓発事業、次世代応援事業も多様な人を巻き込んできており、ネットワークができつつある。
②リコー中部販売グループ　地域環境活動協働プログラム　グリーンプロモーション〈エコひいき〉事業〈一部業務〉

【目的】　　地域で環境活動を行う市民グループへの資金助成、社員の活動参加を行うと共に、エコカード

システムによる訪問販売活動を通し、環境取り組みや地域貢献の重要性を伝え賛同を得る。
【内容】　中部ＥＰＯの運営協議会提案事業として行われ、契約内容としては助成団体の募集とＰＲ、北陸エリアでの交流会、事業評価を担った。応募数59テーマの内、10テーマの助成を実施。

【時期】　　５月～３月

【実施形態】　リコー中部株式会社からの委託事業　16,095465円

【事業費】　◎収入　1,026,795円　　　◎支出　事業費 973,900円　管理費 52,895円

【評価】　　　助成制度を活用して、リコー社員、お客様と助成団体と地域をつなぐコーディネーションを実施した。特に北陸エリアにおいては運営協議会メンバーと議論を重ね、関係性をつくり、地域協働のあり方を模索することができた。
③中電グループ「ECOポイント活動」平成１９年度上期社会還元事業

【目的】　　中部電力の社員が環境活動によって得たエコポイントを活用し、地域の子どもたち向けの環境教育を応援する。
【内容】　学校やこどもエコクラブ等を通し、名古屋市、愛知県、静岡県、三重県、岐阜県、長野県でデモンストレーションを含め約1,000の環境学習キットを配布し、40団体・211のメッセージが子どもたちから返信された。

【時期】　　8月～2月

【実施形態】　中部電力株式会社からの委託事業収入　16,095465円

【事業費】　◎収入　1,005,000円　　　◎支出　事業費999,800円　管理費  50,200円

【評価】　　　環境学習キットは、教材であると共に、企業と地域をつなぐ環境コミュニケーションツールとなり、中部電力の会社・社員の環境活動の取り組みを地域に伝えることができた。
④ブラザー工業㈱ステークホルダーダイアログ

【目的】　　ブラザー工業の今後の環境教育の実践に向けて、多様なステークホルダーご提案づくりのための意見交換を行う。
【内容】　「ブラザー工業の持つリソースを活用して」「この地域の環境教育を豊かに展開するためのブラザー工業の役割とは」の2本を柱に、具体的な提案を作り出した。行政、企業5社、ＮＰＯ3団体、5名の市民など28名が参加。
【実施日・場所】　　　3月8日（木）／ブラザー工業㈱コミュニケーションスペース

【実施形態】　ブラザー工業株式会社からの委託事業収入　16,095465円

【事業費】　　◎収入　151,200円　　　◎支出　事業費144,000円　管理費7,200円

⑤平成１８年度ESD（国連持続可能な開発のための教育）シンポジウム

【目的】　　社会の重要なファクターである「経済」と「教育」に焦点をあて、今の社会のしくみをどう変えるべきか、これからの社会のために「経済」「教育」のあり方をどうするとよいかを考える。
【内容】　ゲストトーク、トークセッション、ＥＳＤ－Ｔによる地域事例紹介など。ゲスト：末吉竹二

郎、山中令子、コーディネーター千頭聡。参加者：82名。
【実施日・場所】　　　3月21日（水）・名古屋国際センター　別棟ホール

【実施形態】　財団法人名古屋国際センターからの委託事業収入　16,095465円

【事業費】　◎収入　150,000円　　　◎支出　事業費150,000円　管理費0円

⑥ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）・事例調査プロジェクト（ＥＳＤ－Ｔ（東海）、ＥＳＤ－Ｈ（北信越））

【目的】　　ＥＳＤ－Ｔでは、愛知・岐阜・三重で、ＥＳＤ―Ｈでは、福井・石川・富山・長野（一部新潟）でＥＳＤを普及するため、ＥＳＤを実践している学校や団体（ＮＰＯ、市民団体等）や事業所を調査する。
【内容】　訪問インタビュー、フォーラムや地域ミーティングに参加等を行い、東海22事例、北信越30事例をまとめ、ホームページにて公開した。

【時期】　　11月～3月

【実施形態】　環境省中部地方環境事務所より委託事業収入　16,095465円

【事業費】　◎収入　500,000円　　　◎支出　事業費500,000円　管理費0円

⑦全国ボランティアフェスティバルあいち・なごや実行委員会参画

【目的】
実行委員会に参加し講座を企画することで全国から集まるボランティアに学びの場を提供する。

【内容】
07年9月に開催される本大会の企画準備とプレフェスティバルの企画・運営に参加した。

【事業費】　　◎収入0円　　　　　　　　　◎支出　事業費1,000円　管理費0円
【実施日・場所】　　プレフェスティバル　　12月3日（日）・名古屋市総合社会福祉会館

⑧財団法人さわやか福祉財団「地域ふれあいフォーラムin名古屋」実行委員会参画

【目的】　　地域福祉の担い手育成のために財団法人さわやか福祉財団のインストラクターとしての活動の一環として、地域包括支援のためのネットワーク作りを目的としたフォーラムを開催する。
【内容】　名古屋市名東区で「地域ふれあいフォーラムin名古屋」を開催するに際し実行委員会事務局として企画運営・報告等を支援した。
【実施日・場所・参加者】　　　9月22日（金）・名東区役所講堂・約230名
【講師】　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふるいち),古都)賢一（厚生労働省老健局振興課長）、中村順子、杉野裕美、武藤ユリ子
【実施形態】　財団法人さわやか福祉財団、地域ふれあいフォーラムin名古屋実行委員会の共催で実施。協賛、財団法人住友生命健康財団。
【事業費】　　（主催者である実行委員会の会計）

【評価】　　　ＮＰＯと行政が協働で取り組むことができた。フォーラム開催をきっかけに関係者間でのネットワークを形成することはできたので、今後の継続したつながりと展開が課題である。
⑨なごや環境大学市民講座情報コーナー受付業務
【目的】  「環境首都・なごや」「持続可能な地域社会」を支える、人づくり・人の輪づくりを行う環境学習運動のネットワークを支える。

【内容】　　　スタッフを派遣し、講座の受付、市民からの問合せ対応等を行った。
【時期】　　　5月～9月　（※ＶＮＳ事業年度５月～）

【会場】　　　　エコパルなごや
【事業主体】　　なごや環境大学実行委員会委託事業

【備考】　　（特）パートナーシップ・サポートセンターと共に、業務を分担した。

【事業費】　　◎収入　722,926円　　　◎支出　事業費700,481円　管理費117,032円　
市民団体等事務局代行事業
６－１　市民団体等事務局代行事業

【目的】　　事務局機能が不十分な市民団体の活動を支援するため、連絡窓口、会員管理等の事務局業務の代行を請負う。下記5団体の事務局実務を行った。

【事業費】　　◎収入　5,534,085円　　　◎支出　事業費1,795,684円　管理費817,104円

①（特）医療と保健と福祉の市民ネットワーク東海　

【内容】  　連絡、会員管理、会報編集・発行、ホームページ更新、その他事業に関する事務

【時期】　　通年

②市民とメディア研究会・あくせす

【内容】　　連絡窓口業務

【時期】　通年

③（特）移動ネットあいち　

【内容】  　福祉有償運送を行う会員が「安全」「安心」「安定したサービス」を提供できるよう、申請手続きの支援、事務局体制整備のためのマニュアル発行、運転ボランティアへの安全運転教育等を行う同会の事務局を受託し、福祉ＮＰＯのネットワークを支援した。07年3月初めで109の非営利団体が加盟。

【時期】　　通年

【評価】　　06年10月の法改正の制度設計過程において積極的に行った政策提言活動、会員を対象にした定期的なアンケート調査による現場の実態説明を通じて、国土交通省や関係行政機関のNPOに対する理解を促進した。

④（特）伏見の会　

【内容】  　名古屋市民を主たる対象として福祉サービス活動を行うＮＰＯ間で、情報を共有し学びあうことにより提供する福祉サービスのレベル向上と安定・発展的な組織経営を目指すこと、また仲間の輪を広げることを目的に活動している同会の事務運営、名古屋市との対話の場づくりを支援した。会員団体は10法人。
【時期】　通年

【評価】　　06年度から新介護保険制度で導入された「小規模多機能型居宅介護」をテーマに、ＮＰＯが参入しずらい原因を探ると共に、高齢になっても地域で暮らし続けるために、福祉ＮＰＯとしての充実すべき「お泊まり」サービスやそれを支えるための仕組みについて学習会を重ね、名古屋市とも意見交換を行うことができた。
⑤（特）あいち福祉ネット　

【内容】  　住み慣れた地域で安心して暮らしたいという人々の願いを実現するために、愛知県下の福祉系ＮＰＯ法人等のネットワークを形成し、情報・問題意識の共有、政策提言、サービスの質と経営の向上、仲間づくり、新しい社会ニーズへ対応等を目指して、06年11月にＮＰＯ法人あいちネットが設立された。ＶＮＳでは、事務運営の他、自治体と福祉ＮＰＯとの協働をテーマとした講演会・研修の運営、企業との協働調査の実務を行った。

【時期】　　 通年

【評価】　　12月8日に開催された同会の設立記念講演会では、愛知県下の自治体職員、ＮＰＯ関係者など350名が参加、県下の７つの大企業からの協賛も得て、今後の福祉ＮＰＯの役割について示唆に富んだ議論が展開された。
Ⅱ；その他の事業　　　

2006年度は実施しなかった。

Ⅲ；総会　

【実施日】　　　　06年6月25日（日）　13:00～14:00
【場　所】　　　椙山女学園大学

【出席者数】　　正会員総数101名中、本人出席者17名、委任状51名

【議　題】　 　１）2005年度事業報告書の承認の件　＜決議事項＞

　　　　　　　　　　　２）2005年度収支計算書・貸借対照表・財産目録の承認の件＜決議事項＞、及び、監査報告の確認について

３）2006年度～07年度の役員選出について＜決議事項＞

４）2007年度事業計画・予算の報告　＜報告事項＞

５）注記重点事業計画（2006年度～09年度）

Ⅳ；理事会　

2006年度は12回開催され、いずれも本会事務所で行われた。
	第64回
	5月9日　19:00～22:00
	▼5周年を迎えるにあたっての方針づくり

▼2006年度の主な事業について

▼年次総会について

	第65回
	6月6日　19:00～21:30
	▼2005年度事業報告・決算の承認

▼中期重点事業計画について

	第66回
	6月12日　19:00～21:30
	▼中期重点事業計画について

▼年次総会について

▼06年度～07年度役員選出案について

	第67回
	6月25日　12:30～13:00
	▼年次総会の打合せ

	第68回
	7月4日　 19:00～21:30
	▼理事会役員互選、評議員の選任について

▼理事会運営について

	第69回
	8月1日　19:00～20:40
	▼資金繰り、短期借り入れについて

▼スタッフ人事について

	第70回
	9月5日　19:00～22:20
	▼スタッフ人事について

▼重点事業に関わる準備・体制について

	第71回
	11月7日　19:00～22:00
	▼施設管理運営の応募について

▼後期助成金等申請事業の検討について

	第72回
	12月5日　19:00～21:45
	▼施設管理運営の応募について

▼農山村・都市交流事業の展開について

	第73回
	1月9日　19:00～22:00
	▼施設管理運営の応募について

▼行政とＮＰＯとの協働に関わる課題について

▼アルバイト・ボランティアの勤務・条件について

	第74回
	3月6日　19:00～21:30
	▼06年度後半期の事業の共有と今後の展開について

▼06年度の収支見込みについて

▼07年度の事業計画について

	第75回
	4月7日　 19:00～21:50
	▼3月末時点での06年度収支見込について

▼07年度事業計画・予算の骨子


【注記】　　8月1日の後半、10月3日、2月6日については、「ＮＰＯ支援部会」「まちづくり部会」に分かれて、理事会とは別立てでプロジェクト会議が行われた。
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